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○高橋会長　それでは、定刻をちょっと過ぎましたけれども、東京都障害者施策推進協議会の第２回の総会をこれから開催させていただきます。

　本日は、専門部会の松矢部会長から、これまでの専門部会における審議状況及び提言案の最終的な内容についてご報告をいただきます。その後、引き続き、委員の皆さんにその内容にご意見をいただき、本協議会の提言としてご承認をいただいた後、提言書をお渡しするという順序で総会を進めさせていただきたいと思います。既に拡大専門部会等で審議を尽くしていただいておりますので、どうぞよろしくご協力をお願いいたします。

　それでは、議事に入ります前に、事務局から資料の確認と委員の出席状況についてご報告をお願いいたします。

○望月課長　本日はお忙しい中、ご出席をいただきまして、まことにありがとうございます。

　先に、出席状況について確認させていただきます。本日、協議会委員の中でご欠席の連絡をいただいておりますのは、相原委員、青木委員、尾又委員、北澤委員、野村委員、兵頭委員、６人の方でございまして、石川委員につきましては、本日、代理として渡辺千代田区保健福祉部長にご出席をいただいております。それからまた、八ツ橋委員、山田委員はご出席ということですが、少々おくれていらっしゃるようです。そうしたことで、現在20名の定員のところ12名ご出席をいただいておりまして、定足数を満たしている状況でございます。

　それからまた、専門部会の委員といたしましては、市橋委員、岩城委員、新堂委員、栃本委員、橋本委員、林委員、山本委員、中西委員にご出席をいただいておりまして、小金沢委員もご出席ということですが、少々おくれていらっしゃるようでございます。また、一般傍聴者がこのほか７名いらっしゃいます。

　なお、本日は協議会からのご提言をいただくに当たりまして、本来、知事の代理といたしまして福祉保健局長が出席すべきところではございますが、あいにく所用によりまして出席がかないませんので、福祉保健局次長、杉村が出席させていただいております。よろしくお願いいたします。

　次に、資料確認でございますが、お手元にお配りしてございますのは、資料１から３まで、３点でございます。会議次第の次が資料１、提言案でございまして、前回の拡大専門部会でのご意見を踏まえまして修正したもの、また若干の字句の修正などをいたしたものの最終案でございます。

　また、資料２は、今申し上げました前回の拡大専門部会後の修正状況の対比表でございます。

　それから、資料３は、各委員から意見として提出されたものでございまして、表紙には大八木委員、橋本委員、市橋委員、新堂委員、伊藤委員となってございまして、それぞれの委員の意見書を一つづりにしてございます。また、このほか、ちょっとつづりの時間の関係で間に合わなかったのでございますけれども、中西委員からも意見が提出されておりまして、都合６点というふうになってございます。

　以上が資料でございまして、この会議につきましては、資料、議事録とも原則公開ということでさせていただきますので、あらかじめご承知おきいただきたいと思います。

　事務局からは以上でございます。

○高橋会長　よろしゅうございましょうか。それでは、資料等に欠けるところがあれば、事務局のほうにお申しつけいただければと思います。

　それでは、議事に入らせていただきます。

　まず、この提言案の取りまとめ、これは基本的に専門部会を開き、小委員会を設置して、さらに拡大専門部会を開催をしていただいて、まとめていったわけでございますが、専門部会におけるこれまでの審議経過と提言案の概略について、松矢部会長からご報告をいただきたいと思います。ひとつよろしくお願いいたします。

○松矢部会長　それでは、よろしくお願いいたします。

　お手元の資料１、提言案について、取りまとめに至るまでの経過とその内容をご報告申し上げます。

　まず、審議経過でございますが、第五期東京都障害者施策推進協議会は、本年２月15日に発足し、この日の第１回総会において、第２期東京都障害者福祉計画の基本的方向を明らかにするため、障害者の地域における自立生活のさらなる推進に向けた東京都の障害者施策のあり方について調査・審議を行い、知事に対して提言を行うべき旨が決定されました。

　その後、この日に設置された専門部会において、３回にわたり個別の論点に関する審議を行った後、起草委員会を設置し、提言のたたき台とも言うべきものの検討を経て、８月８日の第４回専門部会に提言起草案として提示いたしました。

　以後、専門部会においては、全体にわたり審議を行うとともに、その内容をできる限り反映させながら、８月28日の第５回拡大専門部会には提言素案、９月３日の第６回拡大専門部会には提言案と、順次内容の整理を進めてまいりました。

　本日の提言案は、前回９月３日の第６回拡大専門部会における審議を踏まえ、お手元の資料２に示された事項について記載内容の最終的な整理を行ったものでございます。

　提言案の概要でございます。

　提言案、「障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けて」の概要をご説明してまいります。

　まず、提言案の構成ですが、提言案の目次にありますように、「はじめに」を序文として、全体を３つの章としています。第１章において、障害者施策が今後目指していくべき方向性を確認しています。その上、第２章ではこの提言の柱立てとなるべき７つの事項を掲げています。これらを受けて、第３章では、第２章で示した７つの事項について詳細な記述を行っています。

　続いて、提言案の内容でございます。

　１ページからの「はじめに」では、冒頭、東京都においてノーマライゼーションの理念に基づく障害者計画が継続的に策定され、広範な分野にわたる取り組みが進められてきたことを確認しています。続いて、自立支援法の施行に伴い、障害福祉サービスの安定的利用を大きく揺るがす問題が生じているという基本的認識を明らかにしています。その上で、東京都が独自の利用者負担軽減策を実施するとともに国への提言要求を重ねてきたこと、また、国においてはこれまでの特別対策や緊急措置といった対応とともに、現在施行から３年後の見直しに向けて検討中であることを示しています。さらに、本年５月に発効した障害者権利条約を今日の障害者施策が目指すべき国際的水準を示すものとして評価し、早期の批准に向けた国内法整備が望まれることを表明しています。

　４ページから、第１章「東京都の障害者施策の基本理念、目標及び施策の基本的方向」では、現行計画の基本理念は、今後、第２期障害福祉計画においても引き続き維持され、何ら変わらないことを明確にした上で、現行の計画の実施状況を示すとともに、これらを踏まえた次期計画を策定すべきである旨を述べています。また、自立支援法に関して、国において特別対策や緊急措置による負担軽減や激変緩和等の対策が相次いで行われ、一定の改善が図られた反面、制度が複雑となったことを指摘しています。さらに、軽減負担の継続や住宅手当の創設を含む所得保障、障害程度区分認定の問題について、自立支援法施行後３年の見直しに向けた首都自治体に相ふさわしい提案を行うよう東京都に求めています。

　14ページからの第２章は、「第２期障害福祉計画に向けた基本的方向」として、この提言の全体を概観しています。最初に現行計画の基本理念を明示し、今後策定される第２期障害福祉計画においても維持されることを再度確認しています。その上で、自立支援法の施行後に生じている諸課題への適切な対処も必要であることを述べ、次期計画で重点的に取り組むべき課題として７点を提示しています。これらの７点は提言の本体とも言うべき、次の第３章の構成に一致させてあります。

　19ページからの第３章では、第２章で示した７つの課題について、それぞれの現状及び主な論点を示しています。まず、「１　サービス提供基盤の整備促進」では、サービス提供基盤の整備及び新体系への移行の双方についておくれが見られる現状を明らかにしています。その上で、サービスの供給に大きな影響を生じる要素として、区市町村における財政上の超過負担や大都市特性を反映せず、絶対的水準も低い報酬水準がもたらす影響を挙げ、国に対して必要な提案を行うよう求めるとともに、おのおののサービスについて主な課題と対応の方向性を示しています。

　居宅介護サービス等については、国庫負担基準の設定に伴い、区市町村財政に超過負担が生じるため、必要なサービスを提供できるよう適正な国庫負担を強く求めていく必要があるとしています。

　短期入所については、利用ニーズの高まりが想定される中、施設面の整備と従事者確保の両方が必要としています。

　小規模作業所等については、法人化のメリットを生かせるよう、新体系への移行時などにきめ細かな支援が必要としています。

　グループホーム及びケアホームは、小規模な事業者が多いため、引き続き支援を行うとともに、バックアップ機能を確保できるよう地域のネットワークづくりについても支援すべきなどとしています。

　入所施設については、定員が現行計画の目標値を超過している現状を示し、その要因として多数の都外施設や大規模な定員を有する施設の存在を挙げた上で、施設入所者の地域移行を進めつつ、都立施設を含む大規模施設の定員適正化を進めるべきとしています。また、入所施設の整備は家族等の介護や、居宅サービスだけでは地域生活が困難で、またケアホーム等での生活も難しく、入所施設における支援が真に必要な重度、最重度の障害者のニーズへの対応に限定し、加えて都内の未設置地域における、より地域に密着した環境での立地に限っていくべきとの認識を示しています。

　これらの取り組みによって、平成17年10月１日現在の入所定員である7,344人を超えないという現行計画による平成23年度末の目標値を達成するとともに、さらに中期的展望に立って、今後、知的障害者入所更生施設等の定員の計画的な縮小に向けた基本方針を打ち出すことを求めております。

　さらに、33ページからの「２　ライフステージを通じた支援の仕組みづくり」においては、各種のサービスを有機的につなげていくため、ライフステージを通じた一貫性ある支援が必要であり、サービス利用計画や地域自立支援協議会の活用とともに、地域における包括的な支援の場を充実すべきとしています。さらに、相談支援を担う人材の養成や虐待対策など、権利擁護機関に関する課題についても述べています。

　42ページからの「３　地域生活への移行支援」では、まず「自己選択・自己決定」が尊重され、多様な選択を可能とするために、居住の確保とサービス提供体制の整備が不可欠であることを示しています。年間110人から120人程度が施設から地域に移行する現在のペースでは現行計画の目標は達成困難で、今後、地域移行の一層の促進に向け取り組むべきとの認識を示しています。

　その上で、知的障害者入所更生施設については、入所者が約6,500人、待機者が約1,000人という現状を明示し、これらの人々の地域での生活が困難な事情を区市町村が調査・把握し、地域への移行に必要な施策を講じていくべきとしています。また、地域への移行に際しては、今後区市町村の役割が重要であり、グループホーム等から一般の住宅への移行を含め、区市町村に設置される地域移行促進員などによるさまざまな支援策が必要であるとしています。

　都外施設の入所者についても、本人の希望に応じて地域への移行を進めていくが必要です。地域移行の受け皿となる住居の場については、まずグループホーム等をついの住みかとせず、一般の住宅で生活できるような支援の必要性を述べています。その上で、グループホーム等に入居する知的障害者の52.7％が家庭から移行する一方、入所施設から移行した者が16.8％にとどまる現状を踏まえ、入所施設からの移行者の受け皿となるグループホーム等の確保に配慮すべきとしています。

　知的障害者通勤寮については、地域生活と職場への定着に向け、住居の場にとどまらない支援を行うとともに、就労する知的障害者の交流の場としても機能していることから、国への要望とあわせ、必要な支援策を講じるべきとしています。また、一般の住宅を含めた多用な選択肢が必要であり、公営住宅を含む住宅政策と連携した取り組みの一層の普及が必要であることを述べています。日中活動の場については、住居の場の整備とあわせ、さらなる整備の促進に取り組む必要を示しています。

　精神障害者については、区市町村による積極的かかわりを支援する枠組みの構築を目指すことや、早期発見・早期治療に向けた地域の精神科医療機関との相互の連携の重要性などを述べています。

　55ページからの「４　障害者雇用の拡大と就労支援」では、まず、社会の一員としての生きがいや達成感を通じて、人生を豊かにするという働くことの意味について述べています。

　その上で、近年、知的障害特別支援学校高等部から企業等への就職率が30％を上回ってきたこと、障害者の雇用数・雇用率が上昇していることを示しています。しかし、全国で唯一法定雇用率の未達成企業の割合が70％を上回り、その数は１万社を超えて全国最多、また知的障害特別支援学校高等部卒業生の約６割の進路である福祉施設から企業への移行が進まないなど、依然、課題の多い現状を明らかにしています。

　これらを踏まえ、就労支援に当たっては企業ＯＢの活用による支援する側の資質向上、企業に受け入れられやすい広域的なネットワークによる効果的支援、障害特性に応じたきめ細かな手法や、個別の支援計画の企業等への引継ぎを始めとする就職後の継続的かつ多面的な支援などの必要性を示しています。特例子会社における重度障害者の就労事例の関係者への周知や、障害者雇用が進まない中小企業へのノウハウや各種助成制度の情報提供、日ごろの相互理解と連携強化なども必要であるとしています。

　福祉施設に対しては、職員の意識改革や民間企業の技術ノウハウの習得など、経営改革への取り組みにより付加価値を高め、工賃水準の向上を通じて、利用者の経済的自立の促進を図るよう求めています。

　東京都に対しては、一部の行政委員会が法定雇用率を満たしていないことから、障害者雇用の拡充の検討を求めるとともに、「雇用にチャレンジ事業」や福祉施設からの調達についても積極的取り組みを求めています。さらに就労支援協議会の場を活用し、企業や区市町村にも働きかけていくべきとしています。

　64ページからの「５　特段の支援を必要とする人々への適切な配慮」では、自立支援法が３障害を一体ととらえ、福祉サービスを機能別に再編成したことで、柔軟な利用が可能となった反面、各サービスが想定する対象範囲の境界線上にある人々には、その特性に応じたサービスの利用が難しくなったとの認識を示しています。その上で、重症心身障害者など医療的ケアを必要とする障害者、障害児、高次脳機能障害、発達障害、強度行動障害のある人、家庭や地域での対応が困難な障害者といった人々に対し、特性に応じたきめ細かな対応が必要としています。

　73ページからの「６　障害者の社会参加への支援」では、障害のある人もない人も地域社会の一員として共に暮らすためには、個々の意向に即して必要な情報を入手・利用し、各種の社会的活動に参加できる必要があるとの認識に立ち、引き続き支援すべしとしています。視覚障害や聴覚障害のある人々に対しては複数の手段による情報提供を行うべきとし、さらに災害時の情報共有に向けた取組みの普及を図るべきであることについても述べています。知的障害者などの自己選択や自己決定にかかわることを検討・決定する際には、当事者が参加する機会を設けていくべきとしています。

　障害のある人の社会参加を進める上で、心のバリアフリーを実現できるよう、都民の障害者に対する理解・認識を高めるため、啓発・広報に努めるよう求めています。福祉のまちづくりについては、障害者の地域生活への移行や雇用の拡大を図る上で一層の促進が必要であるとの認識を示しています。

　80ページの「７　サービスを担う人材の養成及び確保」では、事業者が必要な人材を確保し継続的にサービスを提供できるよう、介護労働への適切な評価に基づき、大都市の実態を適切に反映した適正な報酬単価設定を国に要求するよう求めています。あわせて、東京都に対し、重症心身障害者などへの医療サービスを担う人材の確保や、質の高い人材の育成に取り組む事業者への支援、さらに障害福祉サービスの意義や重要性についての啓発・促進などの取組みを行うよう求めています。

　81ページの「おわりに」では、計画策定時においても多様な意見を反映するよう求めるとともに、障害者施策の推進に当たって多くの都民の理解が重要であることを示しています。

　以上、提言案のあらましを紹介し、提言案本文のとおり専門部会から総会へ報告いたします。

　本日の総会へこの提言案を報告させていただくまでの間、委員及び専門委員の皆様方には、お忙しい中、審議にご協力をいただき、また夜遅くまでの会議へのご出席や各種の資料の提出などご協力をいただいてまいりました。この場をいただきまして、改めてお礼を申し上げます。

　なお、６回にわたって、専門部会においては各委員それぞれの立場からさまざまなご意見をいただきましたが、その中には、提言案を取りまとめていく中で、最終的に提言案に盛り込むに至らなかったご意見もありました。そうしたものの中で、大八木委員、橋本委員、市橋委員、新堂委員、伊藤委員、中西委員から意見を留保したいものとして書面が提出されたものを、お手元の資料３、また追加資料に示しています。中西委員は追加資料になっております。これらについては各委員の留保意見として総会に報告させていただきます。

　また、今後の東京都障害者施策推進協議会において、起草委員会を設置する場合には起草委員の中に必ず当事者を入れることについて専門部会に提案があり、専門部会長の私としても次期からはそのようにしていただくよう、この場におきましてお願いをしておくものであります。

　以上、私からの報告を申し上げました。ありがとうございます。

○高橋会長　大変ありがとうございました。

　部会長からは以上のようにご報告をちょうだいいたしました。松矢部会長を初め、専門部会の委員の皆さんには３月末から９月の初めにかけて、５カ月の間、６回の審議を重ねていただきました。その結果、このたび提言の案を取りまとめていただいたわけでございますが、先ほど部会長の報告がございましたように、非常に長時間、夜分にわたる審議を積み重ねていただきました。大変ご苦労があったかと思います。改めて御礼を申し上げます。

　先ほど部会長からご報告があった件につきましては、部会長の報告を会長として受けとめさせていただくということにさせていただきたいと思います。

　申し送り事項として幾つかお話がございましたが、これはそれぞれの、例えば起草委員会というものの役割をよく吟味した上で、事務局等とご相談をしながら、どういう形が適切であるかということについて、次期の検討の中で事務局にご検討をゆだねるということにさせていただきたいと思います。

　それでは、いろいろなご意見は、もう既に部会長からご報告をいただきましたように、記録にとどめるということも含めまして留保意見等の取扱いについてもご報告をいただきました。そういうわけで、提言はこれで皆様のお手元にお渡しをしたような形で取りまとめられたという認識の上に、きょうは杉村次長にお越しいただいておりますので、提言をお渡ししたいと思っております。提言をお渡しした上で、若干時間があるので、その間にそれぞれの委員さんから改めてご意見、ご発言があればいただけるようにしたいというふうに考えて、きょうの総会を取り進めさせていただきたいと思っております。

　というわけで、皆様、今、部会長からご説明がございましたような、障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けてという提言について、提言案として本協議会の提言として決定するということにご承認をいただきたいというふうに思いますが、いかがでございましょうか。

（「異議なし」と言う者あり）

○高橋会長　ありがとうございました。

　それでは、この提言案の案をとりまして本協議会の提言として、これから、基本的には知事にお渡しすると。きょうは代理で福祉保健局次長の杉村次長にお越しいただいておりますので、杉村次長にお渡ししたいと思います。

　平成20年９月９日、東京都知事石原慎太郎殿、東京都障害者施策推進協議会会長高橋紘士。

　障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けて（提言）。

　本協議会は平成20年２月15日、下記の事項について調査・審議の依頼を受け、鋭意調査・審議を行ってまいりましたが、このたび別添のとおり提言を取りまとめましたので、提出いたします。

　記。

　障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けた東京都の障害者施策のあり方について。

○杉村次長　まことにありがとうございました。

○高橋会長　よろしゅうございましょうか。

　それでは、ここで杉村次長からごあいさつをいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○杉村次長　それでは、一言ごあいさつを申し上げます。

　ただいま、高橋会長から、本協議会の提言といたしまして、障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けた都の障害者施策のあり方についてのご提言をちょうだいいたしました。

　本年２月に発足して以来、松矢部会長を始め、専門部会委員の皆様には夜遅くまで、また終盤では協議会の委員の皆様も加わっていただき、非常に厳しい日程の中、大変精力的にご審議いただいた旨を承っております。本日、高橋会長を初め、協議会委員の皆様にご提言を取りまとめていただきましたことに心から感謝を申し上げたいと思います。まことにありがとうございました。

　都におきましては、本協議会から平成18年８月にいただきました前回の提言を受けまして、ノーマライゼーションの理念のもと、平成19年５月に、東京都障害者計画第１期東京都障害福祉計画を策定いたしました。現在、この計画に基づき、グループホーム及びケアホーム、日中活動の場、ショートステイの整備について、障害者地域生活支援・就労促進３か年プランを拡充いたしまして積極的に支援を行うなど、引き続き障害者施策の推進を図っているところでございます。

　また、障害者自立支援法への対応については、法の施行当初から都独自の利用者負担軽減策を実施するとともに、法の施行後に生じた課題に対しては、機会あるごとに国への提案要求を積極的に行ってきたところでございます。

　本日いただきました提言では、第２期障害福祉計画の策定に向け、入所施設からの地域移行を念頭に置いた障害者の地域での生活の基盤となる居住の場の整備や、企業等での就労及びその継続を目指した各種の支援の充実の必要性などにつきまして、さまざまなご示唆をいただきました。また、自立支援法が３障害を一体ととらえ、福祉サービスを機能別に再編したことで柔軟な利用が可能となった反面、それぞれの特性に応じたきめ細かな対応が必要な方がおられるということなどを改めて認識させていただいたところでございます。

　提言において示された地域移行と就労支援という２つの大きなテーマにつきましては、東京都の総合計画でございます「10年後の東京」においても障害者施策の主要な課題としているところでございます。

　都といたしまして、この提言をしっかりと受けとめまして、国に対して求めるべきものは求めるとともに、どのような障害であっても、必要とするサービスを利用しながら地域で安心して暮らせる社会を実現するため、第２期障害福祉計画の策定と、これに基づく障害者施策の一層の推進に取り組んでまいりたいと思っております。

　引き続き、障害者施策の推進に関しましてご指導を賜りますようお願いを申し上げまして、御礼の言葉とさせていただきます。本日はまことにありがとうございました。

○高橋会長　どうもありがとうございました。

　お約束の時間が２時までということで、なお若干の時間がございます。

　提言はもう既に提出をしたわけでございますが、委員の皆様、さまざまなご感想、それから次のステップにわたってのいろいろなご提案等もあろうかと思いますので、残された時間、若干もしご意見があれば、委員の皆様からご発言をちょうだいしたいと思います。どうぞ、挙手をしてご発言を。

　それでは、笹川委員から一番初めにお手が挙がりましたので、ご発言をお願いいたします。

○笹川委員　どうもご苦労さまでございました。

　ところで、先ほど部会長から報告がありました、起草委員会に当事者も今後入れるということは言われましたけれども、少なくとも専門部会では専門部会の委員にも当事者を入れるという発言が多々あったと思います。これは議事録を調べてきちっと対応していただきたい。何で視覚障害者、聴覚障害者の代表が専門委員になれないのか。この辺は全く私ども理解できません。改善されないならば、都議会に請願書を出すことを考えます。

　それから、次に、障害者基本法、障害者自立支援法は今、見直し作業が進められております。本年中には見直し案がまとまるということになりますと、この提言も当然新しい障害者自立支援法、あるいは障害者基本法に対応したものにしなければならない。それに対する東京都の迅速な対応を強く要望しておきます。

　以上です。

○高橋会長　ありがとうございました。

　それでは、引き続き、中西委員、市橋委員の順でご発言をお願いいたします。

○中西委員　このたびの提言は非常にいいものができたと評価しております。これも松矢部会長を初め、東京都の部長、それから担当事務局、遅くまで本当にご苦労をおかけしたと思います。しかし、この内容としては高く評価できるものができたと思います。きょうは局長代理も見えているので、ぜひこの提言を具体的に実施していっていただきたいと思います。我々としては、この提言が具体的な数値目標として来年の計画案の中に出てくるように、そして区市町村がこの提言に基づいて福祉を進めていくように期待しております。ぜひともその面できちんとした実施対応をお願いしたいと思います。

　第２に、やはりこの委員会の構成について、上部の協議会と専門部会の構成について、やはり当事者の意見をもうちょっと反映したほうがいいのではないかという意味では、今回の議事の進め方にしても、知的の委員の皆さんは、やはり資料配布が間に合わなくて会員の皆さんに諮ることもできなかったというふうに聞いておりますし、それからやはり障害種別でいろいろなニーズが違うということを踏まえるならば、もう少しいろいろな形でのニーズを集めることと、それから、委員が直接ここに来て、皆さんの目の前で発言されることは非常に大きな意味を持つと思いますので、ぜひ委員の中の当事者委員の定数を上げていっていただきたいなというのがお願いです。よろしく。ありがとうございました。

○高橋会長　それでは、市橋委員からご発言の要望が出ておりますので、どうぞ。

○市橋委員　きょう、提言案を出したわけですけれども、付帯決議として、きょう資料３をあわせて提出したということでは、次長を始め局長、東京都知事に資料３をあわせて読んでいただけることをまずはお願いしたいと思います。

　それから、あわせて、まだまだ僕は協議を重ねなければならない課題が幾つかあるということで、今後、集中して審議をしたい。意見はわかるけど、僕はこの推進協議会が、東京都の障害者施策を、日本の障害者施策を東京都がリードしてきたもとになっているわけですよね。だけど、今度の委員会では、なぜか国の施策にやっと追いついていったみたいなところがあって、非常にそこは不安があります。これだけの委員が集まっているわけですから、もっと集中的に意見を深く出し合えば、もっとしっかりとしたものになったと思います。そういう意味では、今後の運営について皆さんと話し合っていきたいと思います。

　最後に、1981年、国際障害者年からこの推進協議会、古くはちょっと名前が違ったんですけれども、それと障害者団体連絡協議会が車の両輪だということでやっていますが、ぜひお願いしたいのは、僕は連絡協議会の副座長の任を仰せつかっていますけれども、障害者団体にこの提言を示し、また論議してきたことを報告しながら、障害者団体の意見も聞き、そして第２期福祉計画をつくっていただきたいと。きっといいものができていくと思います。

　あわせて、僕は、各区市町村で今、区市町村も第２期計画の策定の準備をしています。そして、かなり僕が調べたところでは、個別に独自に調査をやったり、あるいはアンケートをやったり、ある区では本当に都外施設の一人一人の入所者の状況を調べるために、北海道や東北まで出かけていって、その一人一人の状態を調べるなど、第２期計画についてはかなり区市町村も努力をしています。

　そういうことであるならば、第１期計画、口悪く言っちゃいますと、各市、各区の計画の数字の積上げの部分が否めなかったわけですけど、第２期では数字の積上げだけではなく、本当に各区、各市の事情を踏まえた形で、それを血の通った第２期計画として、東京都はそれを本当に総合的に集めたものにしていただきたいと思います。

○高橋会長　ありがとうございました。

　ほかに皆様からご発言は。

　それでは、山本委員、栃本委員の順でお願いいたします。

○山本委員　このたびはさまざまな提言をさせていただきました。

　もう一度さらに重ねて言わせていただきますと、知的障害のところで、私が今回代表するような形で参りましたが、今、知的障害関係当事者団体も含めて６団体で活動をしております。知的障害のところは非常に範囲が広く、サービスを使っていらっしゃる方々もとても多人数にわたっています。その中で、私一人で語り尽くすことは本当に難しいということを今回の専門部会でもとても感じました。今後、６団体の活動をこれからも続けていきますし、先日、９月６日に自立支援法を抜本的に見直す大集会も開かせていただきました。900人近い人たちが集まって、知的障害福祉についてみんなで語り合いました。

　そういうことも含めまして、これからもこういう会合、委員会を開くときには、ぜひ知的障害団体のほうにももう一度目を向けていただき、必要な委員を選出していただくようによろしくお願いしたいと思います。もちろん当事者の方がいらっしゃることは、本当にごく当たり前のことですが、当事者以外で私たちが代弁をする部分も知的障害の場合は大きいと考えています。そこのこともお含みおきいただきまして、今後の委員会の編成をよろしくお願いをしたいと思います。

○高橋会長　それでは、栃本委員からお願いいたします。

○栃本委員　今回、松矢部会長のもとで大変いろいろな形で勉強させていただきまして、また最終的な取りまとめでは大変な尽力をしていただいて、大変感謝しております。

　それと今回、前回もそうだったんですけれど、きょう初めて実は橋本委員とお話ししたんですけれど、当事者の方々が入られているこのような自治体といいますか、推進協議会というのは極めて重要だと思っていまして、私、今回、前回もそうですけど、いろいろな意味で勉強させていただきました。

　それと同時に、何回か起草のときにも申し上げましたけれど、もちろんきょう、会長、部会長さんもそうですけれども、国の審議会や国の施策にかかわっている方も多いと思います。その上でのことですが、やはり東京都の果たすべき地方政府の役割は極めて大きいということでして、ぜひ、幾つか指摘された各委員から、また部会のほうで指摘された点を踏まえて、大変、地方自治体といいますか、都道府県の中では最も重要なポジションにあるのは東京都ですし、また、政策発信力からいっても、それぞれの市町村の現場というものを踏まえた上で提言できる、またロジカルに……、ロジカルというとあれですけれど、それを論理的にも、また現実可能性という吟味も含めて国制度に対して提言できるわけですから、今後一層、第２期の障害者計画もそうですけれど、さらに一層この推進協議会が発展して、さまざまな意味での貢献をしていただきたいというふうに思います。

　以上です。

○高橋会長　ありがとうございました。ほかにご発言は。

　それでは、橋本委員、よろしくお願いいたします。

○橋本委員　私も知的障害者の当事者ということで、こちらにも参加させていただきました。

　きょうもすごい提言案を提出させていただいたんですけども、やっぱりこの文も提出をさせていただいたんですけど、やっぱりまだ知的障害者がついていけない現実をまだまだわかっていただけていない。障害者の推進協議会というふうに言われているんですけども、やっぱり本当に意味での議会ではないのかなということも、何かもう一つここで突っ込んだ、やっぱりみんなにわかるような、そしていろいろな障害者がわかるような、そういう話し合いでなければいけないんだということも、やっぱりまだまだ足らないというような気がしています。

　先ほどもお話がありましたけど、やっぱり血の通った委員会でなければいけないんだ、その人その人にわかるような委員会でなければいけないんだということも、私もようやく、何かこういうところに来てお話しするのは責任が重いんですけども、そういう仲間たちに少しでもこういうお話が届いていくように、伝わっていくように、皆さんのお力もかりながら進めていきたいと思います。

○高橋会長　ありがとうございました。ほかに。

　それでは、伊藤委員。

○伊藤委員　今回の提言を、より具体的なものに施策としてやっていただきたいというのを初めにお願いいたします。

　精神障害者分野では、他の障害者に比べてまだ制度的・サービス的におくれた部分がたくさんあります。今回の提言でいろいろ書いていただいております。これについても実際に精神障害者も含めた施策としてやっていただきたいというのを切にお願いしますし、あわせて、所得保障のところで、今回も留保意見ということで書かせていただいておりますが、国の施策として考えているという東京都の発言ですが、ぜひとも所得保障についてはきちんと申し入れをいただくと同時に、東京都としても精神障害者を含めた所得保障を考えていただきたいと思います。

　あわせて、東京都は国に先駆けた制度がいっぱいあります。これを後退することなく、継続をしていただきたいということをお願いいたします。

○高橋会長　ありがとうございます。

　よろしゅうございましょうか。この際そろそろ時間も参っておりますので、それでは、これで閉めさせていただきます。

　私からちょっと若干コメントを最後にさせていただきますが、ご承知のように、障害者施策推進協議会がご提言を申し上げるというのはいろいろな意味があるというふうに思っております。

　一つは、東京都としての障害者政策に対する意見という側面がございます。もちろんその中には、東京都障害福祉計画としてその内容に盛り込むべき事項として―これは法定計画でございますが―ございます。それと同時に、おのずから、自立支援法が明らかにしたのは、これは障害福祉の中ですべてを完結させるのだけでなくて、就労、それから住宅、それから所得保障は言うまでもございません。それからユニバーサルデザインも含めまして、さまざまな広範な東京都の施策の中に障害者計画としてどういうふうに反映させるか。そういう側面がございます。

　それから、何より重要なのは、東京都障害福祉計画として区市町村の、障害者自立支援法では、障害福祉計画が区市町村のレベルで数量的な裏づけを持った計画として推進するということで法定化されましたので、そこに対するメッセージという側面もございます。

　それから、再三いろいろなご意見がございましたように、国に対する政策要望、これはいろいろな側面がございますので、これを今後わかりやすく都民の皆様や関係各方面にお伝えいただく努力を、今後、東京都としてやっていただきたい。

　それから、さらにいろいろな宿題が出されました。これも東京都としてこの宿題についてどういうふうに対応するか等々につきまして、単なる協議会レベルだけではなくて、もう少しテーマを絞り込んで検討しなければいけないようなこともあるのではないかというふうに私も思ったりいたしますが、そういうことも含めまして、宿題が出ているなという感じがしておりますので、ひとつよろしくご検討をお願いいたしたいと思います。

　以上、私のやや感想めいたことを申し上げましたが、最後に、今後の協議会の予定等もおありかと思いますので、松浦部長のほうでご発言をお願いいたしたいと思います。

○松浦部長　本日はどうもありがとうございました。

　この推進協議会の提言をまとめるに当たりまして、まず事務局も夜遅くまで、正直言って土日も出勤して、いろいろ整理をさせていただきましたけれども、結果としまして、橋本委員からご指摘がありましたように、事前資料配布の時期がおくれたことにつきましては、改めて深くおわび申し上げたいと思います。また、橋本委員からお話がありましたように、血の通った委員会という形にするというのは私どもも同じ気持ちでございますので、今後ともそういう形でやるということに最大限努力したいと思います。

　それと、本日の資料３を含めまして、これまで総会、専門部会等で議論していただいた、ご発言いただいたことにつきましては、私のほうにおきましてもしっかりと受けとめさせていただいて、今後の施策に反映できるよう努力したいと思います。また、笹川委員、中西委員からお話がありました、専門部会等に当事者委員に参加してもらうということにつきましても、この場でこういう形で発言させていただいて、そういう方向でいきたいというふうに思っております。

　いろいろ多岐にわたってご意見をいただきまして、議事録にはしっかり残しておりますので、それをまた読み返すなどとともに、今回いただいた提言を踏まえまして、私どもとしましては、第２期障害福祉計画の策定に取り組んでまいりたいと思います。

　個々の具体的なものについては計画課長から説明申し上げます。

○高橋会長　それでは、望月計画課長、よろしくお願いします。

○望月課長　大変ありがとうございました。

　非常に厳しい日程になりましたことにつきましては、事務局としても責任を感じてございます。今後の検討課題とさせていただきたいと思っております。

　今後の予定につきましては、この後、区市町村等にもこの提言を示しまして、国からの方針も踏まえ、策定に取り組んでまいる予定でございます。今後の予定につきましてはまだちょっと未定でございます。改めてご案内を差し上げることとさせていただきたいと思っております。

　どうもありがとうございました。

○高橋会長　それでは、どうもありがとうございました。

　きょうの議題はすべて終了いたしました。提言もご提出を申し上げまして、本当に皆様のご協力、ありがとうございました。これで閉会でございます。

　どうも失礼いたしました。

午後１時５８分　閉会
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